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青森市農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」 
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第１ 基本的な考え方 

  農業委員会は、農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号。以下「法」と

いう。）第６条第２項の規定により、農地の集積、遊休農地の解消、新規参入の促進と

いった農地等の最適化の推進に係る活動（以下「最適化活動」という。）を実施するこ

ととされている。 

  本市においては、肥沃な青森平野に位置する青森地区では稲作を中心に野菜、花き等

を取り入れた複合経営が展開されているほか、津軽平野の東端に位置する浪岡地区では、

りんごを中心とした果樹や水稲などの生産活動が展開されている。 

  また、全国的に共通する輸入農産物の増加や生産者価格の低迷、農業従事者の高齢化

や後継者不足等の課題は、本市においても例外ではなく、本市農業の持続的発展のため

には、新規就農者や企業の農業参入など、新たな担い手の育成・確保を図るとともに、

農地中間管理事業を活用しながら担い手への農地利用の集積・集約化や遊休農地の発生

防止・解消に取り組んでいく必要がある。 

  以上のような観点から、地域の特色を活かしながら、活力ある農業・農村を築くため、

法第７条第１項に基づき、農業委員と農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」とい

う。）が連携する体制を確立し、担当区域ごとの最適化活動を通じて、「農地等の利用

の最適化」が一体的に進んでいくよう、青森市農業委員会の指針として、具体的な目標

と推進方法を次のとおり定める。 

  なお、この指針は、令和４年６月に変更された本市の「農業経営基盤の強化の促進に

関する基本的な構想（以下「基本構想」という。）に合わせて令和１２年度を目標年度

とし、今後の農業委員及び推進委員の任命・委嘱時等や基本構想改正時において適時に、

又は関係法令等改正の際や必要に応じて検証・見直しを行う。 

  単年度の具体的な最適化活動については、「農業委員会による最適化活動の推進等に

ついて」（令和４年２月２日付け３経営第２５８４号農林水産省経営局長通知）及び「農

業委員会による最適化活動の推進等について」（令和４年２月２５日付け３経営第２８

１６号農林水産省経営局長通知）に基づくものとする。 
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第２ 具体的な目標と推進方法 

１ 遊休農地の発生防止・解消について 

（１）遊休農地の解消目標 

  管内の農地面積については、農林水産関係市町村別統計における耕地面積と農地法

（昭和２７年法律第２２９号）第３０条第１項の規定による農地の利用の状況について

の調査（以下「利用状況調査」という。）により、把握した同法第３２条第１項第１号

に規定する現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されない

と見込まれる農地（以下「耕作の目的に供されない農地」という。）の合計面積とし、

解消目標とする遊休農地及びその面積は、耕作の目的に供されない農地に同項第２号に

規定するその農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し

著しく劣っていると認められる農地（低利用農地）を加えたものとする。 

  管内の農地面積(A) 遊休農地面積(B) 遊休農地の割合(B/A) 

現   状 

(令和４年４月) 

 

８，５１９ｈａ 

 

１２９ｈａ 

 

１．５１ ％ 

 目      標 

(令和１２年度) 

 

８，３９０ｈａ 

 

０ｈａ 

 

０ ％ 

 【目標設定の考え方】 

 ＊「管内の農地面積(A)」は、農林水産関係市町村別統計における耕地面積に、「遊休農

地面積(B)」を加えた面積を記載。 

 ＊目標年度までの単年度の目標面積は、別に定める。 

 

（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法 

  ①農地の利用状況調査と利用意向調査の実施について 

    農業委員と推進委員は、利用状況調査の実施と農地法第３２条第１項に規定する

農地の所有者等に対し行う農地の農業上の利用の意向についての調査（以下「利用意

向調査」という。）の実施について協議・検討し、調査の徹底を図る。 

    調査については、「農地法の運用について」（平成２１年１２月１１日付け２１経

営第４５３０号・２１農振第１５９８号農林水産省経営局長・農村振興局長連名通

知）及び「青森市農業委員会農地パトロール（利用状況調査）実施要領」に基づき実

施する。 

    なお、従来から農地パトロール（利用状況調査）で行っていた、違反転用の発生防

止・早期発見等、農地の適正な利用の確認に関する現場活動については、利用状況調

査の時期にかかわらず、適宜実施する。 

 ②農地中間管理機構との連携について   

    利用意向調査の結果を受けて、農家の意向を踏まえた農地中間管理機構への貸付

け手続きを行う。 

③非農地判断について 

    利用状況調査において再生利用が困難な農地に区分された農地については、状況

に応じて速やかに「非農地判断」を行い、守るべき農地を明確化する。 

 

（３）遊休農地の発生防止・解消の評価方法 

  遊休農地の発生防止・解消の進捗状況は、遊休農地の割合により評価する。 

  単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基

づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」の

とおりとする。  
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２ 担い手への農地利用の集積・集約化について 

（１）担い手への農地利用集積目標 

 管内の農地面積(A) 集積面積(B) 集積率(B/A) 

現   状 

(令和４年４月) 

 

８，３９０ｈａ 

 

４，１９４.６ｈａ 

 

５０．０％ 

 目      標 

(令和１２年度) 

 

８，３９０ｈａ 

 

７，５５１ｈａ 

 

９０．０％ 

【目標設定の考え方】 

＊「管内の農地面積(A)」は、農林水産関係市町村別統計における耕地面積を記載。 

＊「農業委員会による最適化活動の推進等について」（令和４年２月２日付け３経営第

２５８４号農林水産省経営局長通知）に基づき、青森県が定める「青森県農業経営基

盤の強化の促進に関する基本方針」で掲げる令和１２年度における集積率９０％を本

指針の目標とする。 

＊目標年度までの単年度の目標面積は、別に定める。 

 

（２）担い手への農地利用の集積・集約化に向けた具体的な推進方法 

  ①農地中間管理機構等との連携について 

    農業委員会は、市、農地中間管理機構、農協等と連携し、 

   （ア）農地中間管理機構に貸付けを希望する復元可能な遊休農地 

   （イ）経営の廃止・縮小を希望する高齢農家等の農地 

   （ウ）利用権の設定期間が満了する農地等 

   について、農地中間管理事業の活用を促進する。 

    なお、農地中間管理事業の促進に当たっては、各地域で開催する会合等を通して事

業の PR を図り、農地の出し手と受け手の意向を踏まえたマッチングを進める。 

  ②「地域計画」の作成・見直しについて 

     農業委員会として、地域（１集落又は数集落）ごとに人と農地の問題を解決するた

め、１０年後の農業の在り方と農地利用の将来像を描く「地域計画」の作成と見直し

に取り組む。 

  ③農地の基盤整備に向けた取組と利用調整等について 

    管内の地域の農地利用の状況を踏まえ、基盤整備に向けた合意形成への支援をす

るほか、担い手への農地利用の集積が進んでいる地域では、担い手への意向を踏まえ

た農地の集約化のため利用調整・交換と利用権の再設定を推進する。 

    また、中山間地域等の農地の区画・形状が悪く、受け手が少ない又は受け手がいな

い地域では、農地中間管理機構による簡易な基盤整備事業の活用と併せて集落営農

の組織化・法人化、新規参入の受入れを推進するなど、地域に応じた取組を推進する。 

  ④農地の所有者等を確知することができない農地の取扱い 

    農地の所有者等を確知することができない農地については、法令等に基づいた探

索等を経て行われる農地中間管理機構への利用権設定の活用など、農地の有効利用

に努める。 

 

（３）担い手への農地利用の集積・集約化の評価方法 

  担い手への農地利用の集積・集約化の進捗状況は、農地の集積率により評価する。 

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基

づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」の

とおりとする。  



- 4 - 

 

３ 新規参入の促進について 

（１）新規参入の促進目標 

 新規参入者数 

現    状 

（令和３年度） 
７経営体 

目    標 

（令和１２年度） 
８経営体 

 【目標設定の考え方】 

新規参入の促進については、これまでの実績を踏まえて、本市の基本構想における新

規就農者数の令和１２年度目標も勘案し、年間８経営体を目標と定め、経営感覚の優れ

た地域農業の担い手を将来にわたって安定的かつ計画的に確保していくこととする。 

 

（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法 

  ①関係機関との連携について 

    市、農協、県農業会議、農地中間管理機構と連携し、管内の農地の借入意向のある

参入希望者を把握して、就農相談の段階から、就農経営定着の段階まで総合的かつき

め細やかな支援をし、必要に応じて現地見学や相談会を実施する。 

  ②農業委員会のフォローアップ活動について 

    農業委員及び推進委員は、新規参入者の地域の受入条件の整備を図るとともに、地

域における相談相手となり経営面等のサポートを行う。 

   

（３）新規参入の促進の評価方法 

新規参入の促進の進捗状況は、新規参入者（個人、法人）の数により評価する。 

  単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基

づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」の

とおりとする。 

 

第３ 「地域計画」の目標を達成するための役割 

  青森市において作成された「地域計画」に基づき、農地を効率的かつ総合的に利用

していくため、青森市農業委員会は次の役割を担っていく。 

  ・日常的な農地の見守りによる農地の適正利用の確認 

  ・農家への声掛け等による意向把握 

  ・「地域計画」で位置付けられた担い手への農地の利用調整やマッチング 

  ・農地中間管理事業の活用の働きかけ 

  ・「地域計画」の定期的な見直しへの協力 

 

 

 

  


